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株式会社ハリケーンのグループ化に関するお知らせ 
 
 
当社は、2005年 2月 1日開催の取締役会において、オンライン上で物販事業業務やデジタル
コンテンツ販売を行う株式会社ハリケーンの株式を取得して、グループ化することを決議いた

しましたので下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 
 
 
１．グループ化の理由 
 
 昨今の携帯電話の機能進化は、電子決済機能が加わるなど日常生活においての利便性がより

高められており、携帯電話を使用してのオンラインショッピングが今後さらに浸透されるもの

と想定しております。 
今回、株式会社ハリケーンを迎えることで、当社のオンラインによる物販事業の強化を図り、

蓄積したノウハウや物販事業の企画力は海外に向けても活用できるものと考え、グループ化に

いたりました。 
 
 
 
２．異動するグループ会社 
  

(1) 商 号 株式会社ハリケーン 
(2) 代 表 者 の 氏 名 代表取締役社長 西 茂弘 
(3) 本 社 所 在 地 東京都港区北青山二丁目 12－13 青山 KYビル 6F 
(4) 設 立 年 月 日 2000年 7月 
(5) 主 な 事 業 の 内 容 チケット予約・販売、グッズ販売及び企画事業 
(6) 決 算 期 12月 
(7) 従 業 員 数 5名（2004年 12月現在） 
(8) 資 本 の 額 71.5百万円 
(9) 発 行 済 株 式 数 5,045株 

(10) 大株主構成および所有割合 西 茂弘 100.0% 
(11) 主 な 事 業 所 本社 
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(12) 最近事業年度における業績の動向 
 

 2003年 12月期 
売 上 高 446百万円  
売 上 総 利 益 374百万円  
営 業 利 益 77百万円  
経 常 利 益 78百万円  
当 期 純 利 益 295百万円  
総 資 産 457百万円  
株 主 資 本 22百万円  

 
 
 
3．グループ化前後の所有株式の状況 
 

(1) 異 動 前 の 所 有 株 式 数  0株 （所有割合  100.0%） 
(2) 取 得 株 式 数  5,045株 （所有割合  100.0%） 
(3) 異 動 後 の 所 有 株 式 数  5,045株 （所有割合  100.0%） 

 
 
 
4．異動の内容及びその年月日 
 

(1) 内容  西 茂弘氏より普通株式 5,045株を取得します。 
(2) 異動年月日  2005年 2月 1日 

 
 
 
5．異動の目的 
 
携帯電話のインターネット上から行うオンラインショッピングの 2003年の市場規模は、2002
年から 170%成長となる 1,709億円とされております。 
（出所：モバイルコンテンツフォーラム モバイルコマース市場 [2004 年 5 月] ） 
現在、電子決済機能が搭載された携帯電話が各社から次々に発売されてきており、モバイル

コマース市場は、今後さらに拡大するものと予測されます。 
 
当社は、当社が運営するサイト「For-sidePlus（URL http://for-side.jp/）」にて DVDや香水
などを販売しております。同サイトにて商品を購入したユーザーには、ユーザーメリットとし

てポイントが付与され、ユーザーは、そのポイントを使って様々なサービスを楽しむことがで

きます。 
今後、電子決済機能が搭載された携帯電話の普及に合わせてポイントサービスと連動した物

販事業の強化を図る予定でおります。 
 
株式会社ハリケーン（以下、ハリケーン）は、2000年に会社を設立して以来、各イベントに
関連するグッズなどを販売しております。今後は、モバイルに向けてのサービス展開も拡大し、

更なる事業拡大を図る予定でおります。 
 
当社は、ハリケーンが行うオンラインを利用した物販事業が、今後のモバイルサービスにお

いて必要性が高くなると考えグループ化を図りました。 
一方、ハリケーンは、オリジナル商品を数多く持つ弊社と連携することで、販売網やグッズ

販売アイテムなどが増大し、モバイルサービスやイベントへの技術提供をより一層拡大できる

と考え、当社グループへのグループ化を図りました。 
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今後ハリケーンは、グループのグローバル流通網を最大限に利用し物販事業、DVDや動画配
信といった先端の技術を要した商品サービスをグローバルに提供しイベントへの技術提供や運

営のフォローを行うことで収益の最大化を目指します。 
 

 

 

6．今後の見通し 
 
 今後の見通しにつきましては、現在グループ一丸となってグループシナジーの再確認や海外

も含めました事業計画の見直しを図っております。今後の見通しにつきましては、開示準備が

整い次第、開示いたします。 

 

 

 

以上 


